
○国土交通省官庁営繕部等が発注する建築設計・工事監理業務等においては、近年参加者の
減少傾向がみられることを踏まえ、建築設計・工事監理業務等の円滑な実施のため、令和８年
から下記に掲げる取組を行うことにより、設計事務所がより参加しやすい環境を整えていくことと
します。

■建築設計業務委託における余裕期間制度（フレックス方式）の試行導入
「余裕期間制度」については、工事の発注において活用しているところですが、建築設計業務の一層の円滑

な発注及び業務履行体制の確保を図るため、今般、官庁営繕事業における建築設計業務を対象に、余裕期
間制度（フレックス方式 ： 受注者が業務の始期と終期を全体履行期間内で任意に設定できる方式）を試行的
に導入しました。

■業務委託におけるスライド制度（業務スライド）の試行導入
昨今の設計業務委託等技術者単価の上昇等を踏まえ、建築関係建設コンサルタント業務（建築設計業務、

建築工事監理業務等）においても価格転嫁対策を強化するため、令和８年度以降に新規契約する業務からス
ライド制度（業務スライド）を試行導入しました。

■第三者監理方式の合理化（当面の運用）
国土交通省官庁営繕部等における建築工事監理業務の委託に当たっては、原則として当該工事の設計業

務の受注者とは異なる者と契約することとしているところですが、昨今、建築工事監理業務委託の円滑な実施
が困難になっている状況を踏まえ、当分の間、当該工事の設計業務の受注者を建築工事監理業務の契約の
相手方として選定できることとしました。

建築設計・工事監理業務等の円滑な実施に向けた取組
【資料７】



建築設計業務委託における余裕期間制度（フレックス方式） の試行

○「余裕期間制度」については、工事の発注において活用しているところですが、建築設計業務の一層の円滑な発注及び業務履
行体制の確保を図るため、今般、官庁営繕事業における建築設計業務を対象に、余裕期間制度（フレックス方式 ： 受注者が
業務の始期と終期を全体履行期間内で任意に設定できる方式）を試行的に導入しました。今後、地域の実情等に応じて適宜
活用することとしています。
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○建築設計業務における余裕期間制度は、受注者にとって最も自由度の高い「フレックス方式」を試行します。

（参考）工事においては、余裕期間制度として、発注者指定方式、任意着手方式、フレックス方式の３方式があります。

○「フレックス方式」では、発注者は原則６か月（履行期間が６か月に満たない場合は履行期間）を超えない範囲の「余裕期間」を含む
全体履行期間を設定し、受注者は全体履行期間内で履行期間（業務の「始期」と「終期」）を任意に設定できます。

柔軟な履行期間の設定を通じて、受注者が技術者の配置などを円滑に行えるようになることが期待されます。

制度のポイント

通常の発注方式

余裕期間制度
（フレックス方式）

受注者が全体履行期間内で履行期間を設定

業務の終期を設定
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業務完了期限



制度のポイント

○スライドとは、賃金等の変動に対処するため変動後の差額（スライド額）を業務委託料に反映する制度です。

○業務スライドは、工事請負契約書第26条第１項から第４項（全体スライド）、同条第６項（インフレスライド）に 準拠し、
入札説明書及び特記仕様書にその適用を明記します。

（参考）工事においては、スライド制度として、全体スライド、単品スライド、インフレスライドの３つがあります。

業務スライド の試行

○スライドについては、工事の請負契約において適用しているところですが、昨今の設計業務委託等技術者単価の上昇等を踏ま
え、業務においても価格転嫁対策を強化するために、令和８年度以降に新規契約する建築関係建設コンサルタント業務（建築
設計業務、設計意図伝達業務、建築工事監理業務等）からスライド制度（業務スライド）を試行導入します。

業務の履行期間中に賃金水準等の変動が生じた場合には、受発注者協議の上、適切に業務委託料に反映します。

■全体スライドの場合
A －B×1.5％
（A＞B×1.5％の場合のみ適用可能）

■インフレスライドの場合
A －B×1.0％
（A＞B×1.0％の場合のみ適用可能）

履行期限

※１ 全体スライドの場合、契約締結から12か月以上経過した業務が対象となる。
※２ インフレスライドの場合、履行期間の経過は関係なく、急激なインフレがあった場合が対象となる。

業務委託料 変動前残業務委託料
（B）

12か月以上※１ 14日以内 残履行期間２か月以上

契約日 請求日 基準日
（受発注者協議）

急激な賃金水準や
物価水準の変動※２

履行済部分
（既履行・着手済）

残業務量部分
（未着手）

残業務に対する
変動前後の差額（A）

業務スライド（増額）のイメージ

スライド額

残業務量の算定にあたっては、基準日時点で「既履行」、
「着手済」、「未着手」に区分し、増額スライドの場合は
「既履行」と「着手済」を履行済部分、「未着手」を残業務量
部分とします。（減額スライドの場合は「既履行」を履行済部分、
「着手済」と「未着手」を残業務量部分とします。）

なお、「未着手」は、基準日以降に着手することが適切な
項目等で、かつ基準日以前に着手していないことが明確
に確認できる項目等に限ります。



H12以前 第三者監理方式の一部合理化（R8）
（当面の運用）

第三者監理方式導入（H13）

第三者監理方式の一部合理化（契約の相手方選定に係る当面の運用）

設計業務受注者と契約
（随意契約）

業務区分 設計意図伝達
業務

建築工事監理
業務

設計業務受注
者と契約
（随意契約）

設計業務受注
者以外と契約
（競争）

委託先

②原則として異なる受注者

建築工事監理業務

設計意図
伝達

工事監理

①設計意図伝達業務と建築工事監理
業務を分けて発注

（同じ受注者となった場合でも）
③異なる管理技術者

管理技術者（１名）

○国土交通省官庁営繕部等※における建築工事監理業務の委託に当たっては、原則として当該工事の設計業務の受注者と
は異なる者と契約することとしているところですが、昨今、建築工事監理業務委託の円滑な実施が困難になっている状況
を踏まえ、当分の間、当該工事の設計業務の受注者を建築工事監理業務の契約の相手方として選定できることとしました。

○ただし、建築工事監理業務の管理技術者は、設計業務の技術上の管理技術者と同一の者であってはならないこととし、こ
れにより引き続き工事監理の第三者性を確保し、品質の確保に努めます。
※国土交通省大臣官房官庁営繕部、各地方整備局営繕部、北海道開発局営繕部及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部営繕課

管理技術者ａ 管理技術者ｂ

③異なる管理技術者

技術者

設計意図伝達
業務

建築工事監理
業務

設計業務受注
者と契約
（随意契約）

設計業務受注
者と契約可
（競争）

②受注者は同一でも異なってもよい

①設計意図伝達業務と建築工事監理
業務を分けて発注

管理技術者ａ 管理技術者ｂ

■建築工事監理業務委託における契約の相手方の選定の考え方

＜変更点＞
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